
令和２年新春レポート
〈2020 年の展望と課題〉

〈2019 年の総括〉
消費増税の影響／太陽光は卒 FIT から自立へ／
頻発する自然災害への対応／非木造分野を促進
／改正建築物省エネ法施行　　　　　　　　　　 １

〈2020 年の展望〉
新設住宅着工数は減少傾向加速
業界再編、優れた人材の確保の機会に　　　　　   3

求められる建設業の働き方改革　　　　　　　　   5

自然災害に備えた住宅が求められる
ZEH が地域分散型エネルギーの要に
来年度コミュニティ ZEH の導入　　　　　　　　    6

2020 年度予算・税制改正　　　　                                9

 
 
 
 
 
 
 

発発行行：：北北恵恵株株式式会会社社 〒〒５５４４１１－－００００５５４４ 大大阪阪市市中中央央区区南南本本町町３３－－６６－－１１４４ ＴＴＥＥＬＬ．．００６６－－６６２２５５１１－－６６７７００１１

ｈｈｔｔｔｔｐｐ：：／／／／ｗｗｗｗｗｗ．．ｋｋｉｉｔｔａａｋｋｅｅｉｉ．．ｊｊｐｐ／／

 
 
テーマ： 「実家の相続に関する意識調査」

持家市場が苦戦する中で、都市型住宅で存在感のある旭化成ホームズのキャンペーン「実家のこれ

から」相談会が話題になっている。「実家の相続」をキーワードとして、単なる二世帯住宅や建て替え

需要を顕在化させる手法から、住み替え売却、資産活用まで顧客の視点から多様な選択肢を提案し

ている。

１． 年度 ～ 月期の住宅着工は前年比マイナス ％

～ 月の新設住宅着工戸数の需要別の動向を見ると、新設住宅合計でマイナス ％、持家需要マイナス

％、貸家需要はマイナス ％、分譲需要はマイナス ％とすべての需要でマイナスに転じた。これは首

都圏における分譲マンションの落ち込み、貸家需要がなかなか回復しないことが大きな要因と考えられる。

住宅会社各社にとっては、今まで持ち家市場を

補完してきた賃貸需要が低迷する中で、メイン市

場である持ち家需要の掘り起こしが課題になって

いる。

この夏の各社のキャンペーンを見ると、積水ハウ

スは「プランニングカフェ 設計相談会」と恒例の

「住まいの参観日」の展開。住友林業は「夏の家

設計相談会」、セキスイハイムは新商品「新型パ

ルフェ発表会」で集客を図っている。

しかし、住団連の「住宅業況調査（第一回 月調

査）」の結果では、展示場来場者や引き合い増加

を示す指数は前年を大きく下回っている。

また、経営者の景況判断調査（第二回 月調査）

の 月から 月の見通しにおいても「消費増税に

よる駆け込みが徐々に発生してくる時期であり、

顧客の動きも活発化してくると思われる」という楽観的な声も聴かれるが、反面「戸数アップは期待できず、

、二世帯住宅などの単価アップに期待」との声もあり、量的拡大といった成果に結びつかないのが現状の

ようだ。

そんな中で、戦略的なマーケティングに定評のある旭化成ホームズのキャンペーンテーマが話題になっ

ている。同社は、首都圏を中心とした大都市圏にターゲット市場を限定し、 会場に複数出展するドミナン

ト展示場戦略や、二世帯住宅、三階建て住宅、賃貸併用型、 子供を持たない共働き世帯 など

新しい住まい方の提案するすることで需要拡大を図ってきた。

今回は「実家と相続」という古くて新しいテーマを取り上げ、生活者調査「実家の相続に関する意識調査」

に基づいたキャンペーンを展開している。 月の受注速報はまだ公表されていないが、関係者の間で話

題になっている。
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消費増税の影響
　消費税率が 10 月に 10％に引き上げられた。
前々回、前回の消費税率引き上げの際と比べ、
懸念されていた駆け込み需要と反動減は、これ
までのところ目立った様子はない。帝国データ
バンクが全国の企業を対象に 2019 年 6 月に実施
した消費税率引き上げに対する意識調査（有効
回答 9977 社）によると、建設業（1498 社）は
45.9％が「駆け込み需要はない」と回答。全体
でも約半数が「ない」と答えた。「既に駆け込み
需要がある」との回答は、建設業は 19.6％に止
まったが、他業界に比べると突出して高い。リ
フォーム関連で一部影響が出たとみられる。
　住宅の場合、2019 年 3 月 31 日までに工事請
負契約を締結するか、9 月 30 日までに引き渡せ
ば消費税は 8％が適用されたことに加え、消費増
税後も、次世代住宅ポイントやすまい給付金、
住宅ローン減税等の特例措置など、住宅取得者
の負担軽減策が手厚いことも、消費増税による
影響を抑えることにつながったと考えられる。

太陽光は卒ＦＩＴから自立へ
　住宅用太陽光発電設備は、2009 年 11 月から
開始した余剰電力買取制度の適用を受けた設備

は、固定価格による 10 年間の買取期間が 11 月
以降、順次満了を迎えた。買取期間満了後の、
いわゆる「卒 FIT」の余剰電力について、選択肢
は 2 つ。①電気自動車や蓄電池等と組み合わせ
て、自宅などの電力として自家消費をする。②家
庭と小売電気事業者などが個別に契約を結び（相
対・自由契約）、余った電力を売電する――だ。
　卒 FIT の余った電気について新たなメニューで
の買取を予定している電気事業者は、既に買取
価格やオプション等を WEB サイト等で発信して
いる。引き続き売電を希望する場合は、各事業
者の買取メニューを確認して、買取期間満了ま
でに、各事業者と契約する必要がある。

頻発する自然災害への対応
　2019 年も自然災害が多く発生した年だった。
特に台風 15 号と 19 号は、住宅関連にも大きな
被害をもたらした。台風 15 号では全壊 219 棟、
半壊 2126 棟、一部破損 3 万 9828 棟、床上浸水
86 棟、床下浸水 111 棟など。さらに 19 号と 10
月 25 日からの大雨による被害は、全壊 1830 棟、
半壊 7338 棟、一部破損 9967 棟、床上浸水 3 万
3180 棟、床下浸水 3 万 7035 棟に拡がっている。
　宮城県、仙台市、福島県、茨城県、栃木県、
埼玉県、千葉県、相模原市、長野県などでは、
公営や民営の既存住宅に入居する賃貸型のいわ

ゆる「みなし仮設住
宅」を中心に仮設住
宅の提供がはじまっ
ているが、宮城県大
郷町や長野市などで
は、木造も含めた応
急仮設住宅の建設も
スタートしている。
政府は、総合的な被
災 者 支 援 策 と し て
「被災者の生活と生
業（なりわい）の再
建に向けた対策パッ
ケージ」を決定。住
宅被害に遭った被災
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導導入入件件数数はは微微増増
新新築築ははＺＺＥＥＨＨ等等ににてて導導入入継継続続
既既築築のの減減少少傾傾向向はは継継続続

年年度度

件件数数（（累累積積））

住住宅宅用用（（10kW未未満満））太太陽陽光光発発電電導導入入件件数数

1996～～2005年年度度 ：： 財財団団法法人人 新新ｴｴﾈﾈﾙﾙｷｷﾞ゙ｰー財財団団 （（NEF）） のの補補助助金金交交付付実実績績よよりり

2006～～2008年年度度 ：： 一一般般社社団団法法人人新新ｴｴﾈﾈﾙﾙｷｷﾞ゙ｰー導導入入促促進進協協議議会会 （（NEPC）） にによよるる調調査査よよりり

2008～～2011年年度度 ：： 太太陽陽光光発発電電普普及及拡拡大大ｾｾﾝﾝﾀﾀｰー （（J-PEC）） ででのの補補助助金金交交付付決決定定件件数数よよりり JPEA集集計計

2012～～2018年年度度 ：： 経経済済産産業業省省（（METI）） HP 「「ななっっととくく再再生生可可能能エエネネルルギギーー」」設設備備導導入入状状況況資資料料よよりり

2020年3月末迄に
FIT卒業91.2%

住住宅宅総総数数

28,759,600 戸

8.8%

PPVV導導入入件件数数

2,524,472 件

住宅用太陽光発電搭載率

（PV導入件数／戸建住宅総数）

住宅総数：「住宅・土地統計調査」より、
2018年の戸建住宅総数

導導入入件件数数（（累累積積））

導導入入件件数数（（単単年年度度））

件件数数（（単単年年度度））

新築：既築＝３：７＊

新築：既築＝８：２＊

＊既築比率は、住宅補助金データ及び
事業者ヒアリングよりJPEA推計
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者に対しては、▽応急的な住まいの確保と空室
提供等の情報を一元的把握・情報提供▽住宅の
応急修理の支援対象の拡充▽被災者生活再建支
援金の支給（最大 300 万円）――などを盛り込
んだ。また、宅地内やまちなかの廃棄物、土砂
の市区町村による一括撤去を支援するほか、半
壊家屋の解体支援などによる早期再建支援にも
取り組むとしている。
　地球温暖化による海面温度の上昇で、大型台
風は今後も発生し日本に来襲することが予想さ
れる。2018 年には関西地方を台風が直撃した。
もはや日本のどの地域に台風が襲ってもおかし
くない状況のなか、住まいづくりも自然災害へ
の備えを余儀なくされている。

　非住宅木造分野を促進
　
　国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
が 8 月にまとめた「土地関係特別報告書」では、〝持
続可能な森林管理〟について言及。世界の平均
気温の上昇を産業革命前より 1.5 ～ 2℃に抑える
ためには、「再植林、新規植林、森林減少の低減、
及びバイオエネルギーの多様な組み合わせ」を
含む土地利用変化が必要だと指摘した。
　住まいづくりと密接な日本の森林・林業との関
連では、人工林の約 50％が伐採に適した 50 年
生を超えており、適切に国産材利用を進める必
要性が高まっている。政府の「森林・林業基本
計画」は、木材自給率を 2025 年に 50％にする
目標を掲げているが、なかなか進んでないのが
現状。木材自給率は 2017 年も前年から 1.3㌽上
昇しているものの、36.1％に止まっている状況
だ。今後、住宅着工戸数の減少が予想されるこ
とを踏まえれば、さらなる国産材利用の推進と、
非住宅分野の木造化・木質化の拡大、林業活性
化の政策的支援が求められ
る。
　例えば 2019 年 6 月に改
正建築基準法が全面施行さ
れた。戸建の空き家等を、
福祉施設や商業施設に用途
変更する際に大規模改修が
不要になるよう、耐火建築
物の規制を合理化。防火地
域に限って設けられていた

耐火建築物の建蔽率緩和措置を、防火地域、準防
火地域にも拡大。延焼防止性能が高い建築物は、
建蔽率を 10％緩和する。また、中層建築物の構
造部材で「あらわし」を可能にした。この法改
正を受けて、非住宅分野の木造建築物の増加が
期待されている。

 改正建築物省エネ法施行
　改正建築物省エネ法の一部が 11 月 16 日に施
行された。今回は、▽住宅トップランナー制度
の対象への注文戸建住宅・賃貸アパートを供給
する大手住宅事業者の追加、▽戸建住宅の簡易
な評価方法の追加――などを実施。地域区分の
見直しは今後経過措置として 2021 年 4 月に完全
施行。説明義務制度は2021年4月に導入される。
　戸建住宅の省エネ性能に関して、これまでの
建築物省エネ法は、〝省エネ性能向上〟が努力義
務として課されていたが、改正建築物省エネ法
では、〝省エネ基準適合〟が努力義務となった。
　戸建住宅について「説明義務制度」が創設さ
れるが、これに伴って、戸建住宅の生産を担っ
ている中小工務店等を念頭に、簡易に省エネ基
準への適否が判断できる評価方法を整備する。
さらに、小規模建築物（非住宅）については、
現行のモデル建物法をベースとして、建物全体
のエネルギー消費量に影響が小さいと考えられ
る項目についてデフォルト値化し、入力項目を
主な仕様のみ入力するように評価方法を簡素化
する。トップランナー制度に関しては、注文戸
建住宅は年間 300 戸以上供給する事業者が対象
になる。注文戸建住宅の基準は、「外皮基準」は
省エネ基準適合、「一次エネルギー消費量基準」
は省エネ基準に比べて 25％削減（当面の間は省
エネ基準に比べて 20％削減）。

 

 
 
■建築物エネルギー消費性能基準（省エネ基準） 
 建築物の備えるべきエネルギー消費性能について、「建築物のエネルギー消費
性能の向上に関する法律」に基づき国が定める基準です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

建築物のエネルギー消費性能の評価結果の概要 
 
 

作成日  
建築物の所在地  

建築物の名称及び用途  

 
建築物エネルギー消費性能基準（省エネ基準）

への適合状況 
 

□適合  □不適合 

 
 
建築物エネルギー消費性能の確保のためとる

べき措置 
 
 

 

評
価
実
施
者 

建築士種別  □一級  □二級  □木造  

建築士登録番号 （  ）登録  第        号 

氏名  

所属事務所名  

建築士事務所登録番号 （  ）知事登録 第       号 
 

＜省エネ基準に不適合の場合＞

・ １階リビングの窓のサッシについて、
・ アルミ製から樹脂製に変更する

・ ２階廊下の照明について、
・ 蛍光灯からLEDに変更する

以上の措置に必要な概算費用は約○～○万円

 

 
 
■建築物エネルギー消費性能基準（省エネ基準） 
 建築物の備えるべきエネルギー消費性能について、「建築物のエネルギー消費
性能の向上に関する法律」に基づき国が定める基準です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

建築物のエネルギー消費性能の評価結果の概要 
 
 

作成日  
建築物の所在地  

建築物の名称及び用途  

 
建築物エネルギー消費性能基準（省エネ基準）

への適合状況 
 

□適合  □不適合 

 
 
建築物エネルギー消費性能の確保のためとる

べき措置 
 
 

 

評
価
実
施
者 

建築士種別  □一級  □二級  □木造  

建築士登録番号 （  ）登録  第        号 

氏名  

所属事務所名  

建築士事務所登録番号 （  ）知事登録 第       号 
 

＜省エネ基準に適合している場合＞

○○県○○市○○○○
○○邸（住宅）

○○ ○○○○○

○○ ○○○○○

○○ ○○
○○○建築設計事務所

○年○月○日

建築士から建築主への説明書のイメージ

○○県○○市○○○○
○○邸（住宅）

○○ ○○○○○

○○ ○○○○○

○○ ○○
○○○建築設計事務所

○年○月○日
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【建築主】

小規模住宅・建築物の省エネ性能に係る説明義務制度

〈説明義務対象物件に係る手続フロー〉

【建築士】

※建築主が省エネ性能に関する説
明を希望しない旨の意思を書面
により表明した場合、説明不要

○ 建築主は、省エネ基準に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。（努力義務）
○ 小規模住宅・建築物（300m2未満の住宅・建築物を対象とする予定）の新築等に係る設計の際に、次の内
容について、建築士から建築主に書面で説明を行うことを義務付ける。
①省エネ基準への適否
②省エネ基準に適合しない場合は、省エネ性能確保のための措置

○ 説明に用いる書面を建築士事務所の保存図書に追加予定。（建築士法省令を改正予定）
○ 建築士法に基づき都道府県等は建築士事務所に対する報告徴収や立入検査が可能。

設
計

着
工

意思の表明

書面の受領等

省エネ基準への
適合性評価・説明
の意思確認

省エネ基準への
適合性評価・説明
（書面交付）※

書面を保存
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　これまでも、少子高齢化や世帯数、人口減の影響か
ら、新設住宅着工戸数は減少すると予測されていた
が、2019・2020 年以降、減少傾向があらわになりそ
うだ。例えば、建設経済研究所と経済調査会・経済調
査研究所が発表した「建設経済モデルによる建設投資
の見通し」によると、2019 年度の住宅着工戸数は前

年度比でマイナス 6.4％の 89.2 万戸、2020 年度の全
体の着工戸数を、同マイナス 4.2％の 85.5 万戸と予
測した。2019 年度の持家の着工戸数は 4 ～ 7 月期は
前年同期比で 8.0％増となった。しかし、注文住宅大
手 5 社の受注速報平均が同マイナス 13.6 ～マイナス
1.8％となったことを受け、着工戸数は減少すると見

〈2020 年の展望〉

新設住宅着工数は減少傾向加速
業界再編、優れた人材の確保の機会に
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込んでいる。ただし、住宅取得支援策の効果もあり、
減少は緩やかなものになると予測している。
　持家の着工戸数は、2018 年度の着工増から減少に
転じ、前年度比でマイナス 1.1％の 28.4 万戸と予想。
貸家は賃貸物件の入居率の低下や金融情勢の変化等に
伴い、相続税の節税対策による着工の一服感が強まる
と見込まれることから、前年度比で大幅な減少と予測
した。
　2020 年度の持家は、政府による住宅ローン減税や
すまい給付金等 4 つの住宅取得支援策が順次終了して
いくことから効果が弱まることが見込まれるとし、同
マイナス 4.0％の 27.3 万戸と予測した。
　貸家については、減少率が小さくなるが状況に大き
な変化はないと見ており、着工戸数は同マイナス5.7％
の 31.6 万戸とした。分譲住宅については全体で同マ
イナス 2.4％の 26.0 万戸と予測。マンションは、前
年度比で減少、戸建は、前年度とほぼ同水準（0.9％増）
と予測している。

　一方、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングが
12 月にまとめた「2019 ／ 2020 年度短期経済見通し
（2019 年 12 月）」では、住宅着工件数は、2019 年 7
～ 9 月期に年率 89.9 万戸（前期比マイナス 2.0％）
と 3 四半期連続で減少とした。
　先行きについても、「当面、消費増税に伴う駆け込
み需要の反動により持家の減少が続く」としたことに
加えて、「金融庁が不動産投資向け融資の監視を強化
している」ことも踏まえて、貸家も減少が続くとの見
込みを示した。
　その上で、2019 年度の住宅着工は 88.1 万戸と
2018 度の 95.3 万戸から減少。2020 年度も 84.9 万
戸と減少が続く見通しとした。ただし、2021 年度に
ついては、「持家を中心に消費税率引き上げの影響が
一巡し、貸家の調整圧力も徐々に和らぐと期待され
る」ことから、86.1 万戸とやや持ち直すとの予測を
示した。

ビルダー倒産に伴う大工の争奪戦も
　
　こうした着工戸数の減少の影響が、住宅業界内では
すでに出始めている。
　中堅ビルダーの倒産に伴って、そこで仕事をしてい
た大工を、ビルダー間での奪い合いのような状況が、
一部でみられるようだ。技術力の高い大工や若くてや
る気のある大工ほど、高性能の注文戸建て住宅づくり
を堅実に行っている地場工務店が確保する傾向にある
という。
　大工などの職人だけではない。大手や中堅ビルダー

の倒産によって、多くの取引をしていた販売店やメー
カー等も、事業縮小や倒産などを余儀なくされるだろ
う。地方金融機関の再編も取りざたされており、地方
の中小企業も影響を受ける可能性が高い。
　人手不足が続く、住宅・建築業界だが、今後、人材
の流動性が高まりそうだ。
　人材の確保に関しては、木工事の経験が少ないゼネ
コンなどが、木造の実績がある地場工務店の M ＆ A
を狙う例も散見される。
　地場工務店も、工務店同士や地域の販売店などと連
携して人材育成に乗り出す事例も増えており、2020
年は、人材の確保や育成に向けた積極的な取り組みが
さらに期待される。
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図表６．実質個人消費の予測

住宅着工件数は、 年 ～ 月期に年率 万戸（前期比－ ％）と 四半期連続で減少した

（図表７）。先行きについても、当面、消費増税に伴う駆け込み需要の反動により持家の減少が続くほ
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が続く見通しである。もっとも、 年度については、持家を中心に消費税率引き上げの影響が一巡

し、貸家の調整圧力も徐々に和らぐと期待されることから、 万戸とやや持ち直そう。
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優秀な人材確保には、職場の改善を
求められる建設業の働き方改革

レベル1

レベル1～4の基準の一覧

レベル2

レベル4

レベル3

　前ページにあるように、優秀な人材の確保が住　前ページにあるように、優秀な人材の確保が住
宅事業者の大きな課題となっているが、業界全体宅事業者の大きな課題となっているが、業界全体
を見ても、若年層の入職者の拡大が極めて重要を見ても、若年層の入職者の拡大が極めて重要
だ。そのためには、働く者の処遇改善も含めた働だ。そのためには、働く者の処遇改善も含めた働
き方改革が欠かせない。2020 年は業界の働き方き方改革が欠かせない。2020 年は業界の働き方
改革が最重要課題だともいえる。改革が最重要課題だともいえる。
　働き方改革の一環として建設業界に導入された　働き方改革の一環として建設業界に導入された
のが、建設技能者の保有資格や就業履歴を業界横のが、建設技能者の保有資格や就業履歴を業界横
断・統一のルールで登録・蓄積する「建設キャリ断・統一のルールで登録・蓄積する「建設キャリ

アアップシステム」だ。2019 年 10 月には「建築アアップシステム」だ。2019 年 10 月には「建築
大工」の能力評価基準が認定された＝表。建築大大工」の能力評価基準が認定された＝表。建築大
工のレベルを、①初級技能者（見習いの技能者）、工のレベルを、①初級技能者（見習いの技能者）、
②中堅技能者（一人前の技能者）、③職長として②中堅技能者（一人前の技能者）、③職長として
現場に従事できる技能者、④高度なマネジメント現場に従事できる技能者、④高度なマネジメント
能力を有する技能者（登録建築大工基幹技能者能力を有する技能者（登録建築大工基幹技能者
等）――に設定し、各レベルと認められる資格や等）――に設定し、各レベルと認められる資格や
就業日数等を規定した。今後、賃金等の処遇の改就業日数等を規定した。今後、賃金等の処遇の改
善や人材育成などと連動することが期待される。善や人材育成などと連動することが期待される。

安全対策も重要
　また、大工など職人だけで　また、大工など職人だけで
なく、建築士も減少傾向にあなく、建築士も減少傾向にあ
る。そのため、2020 年の建築る。そのため、2020 年の建築
士試験から受験要件が変更に士試験から受験要件が変更に
なる。なる。実務経験が受験要件で
はなくなり、例えば、試験に
合格した後に建築士事務所等
に就職し、数年の実務経験を
経て免許登録するといったこ
とも可能になる。
　現場の安全の問題も重要
だ。労働災害による建設業の
死亡者数は減少傾向にあるも
のの、依然として最も多い業
種となっている。特に、墜落・
転落による事故が多いため、
フルハーネスの安全帯の義務
化等の対策が取られている
が、官民一体となった取り組
みが今後も進められる。
　長時間過重勤務の是正、女
性の働きやすい職場づくりな
ども求められる。外国人労働
者も今後さらに増えてくるだ
ろう。誰にとっても働きやす
い魅力ある業界にすること
が、2020 年も大きな課題と
なっている。
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　観測史上最も大きな最大瞬間風速を記録した台
風 15 号の影響で、2019 年 9 月 10 日以降、千葉
県や神奈川県など関東各県で大規模な停電や断水
が続いた。ちょうどその一年前に発生した北海道
胆振東部地震の直後には北海道全域が大規模停電
となったが、その際、太陽光発電システムを搭載
していた住宅では、自立運転機能を活用して難を
逃れた例が少なくなかったと言われている。これ
以降、政府や太陽光発電の関係者・メーカーはい
ざという時のために、あらかじめ自立運転機能の
活用方法を確認しておくことを呼び掛けている。
　太陽光発電協会の調査によると、昨年の北海道
胆振東部地震による停電が発生した地域で、住宅
に太陽光発電システムを設置していた世帯の約
85％が、自立運転機能を利用して停電時にも有
効に活用することができたとしている。
　また、台風 15 号の被災地での実態調査による
と、住宅用太陽光発電ユーザー 486 件のうち、

約 80％ 388 件が自立運転機能を活用した。停電
発生前後に、各メーカーの自立運転方法を説明す
る WEB ページへのアクセスも急増し、合わせて
約 1 万 7000 件のアクセスがあったという。
　住宅用太陽光発電を巡っては、余剰電力買取期
間が終了する、いわゆる「卒 FIT」の住宅用太陽
光発電システムは今後も増え続ける。政府は自家
消費の拡大を推奨しているが、レジリエンスの観
点から言えば、住宅単体での自家消費だけでな
く、地域ごとのエネルギーの自立（分散型エネル
ギー）の体制を、どのように構築するのかも焦点
の一つだ。経済産業省の審議会が 8 月にまとめた
報告では、住宅用太陽光発電は「地域活用電源（地
域に置いて活用され得る電源）」と位置付け、自
家消費や地域内循環を優先的に評価する仕組みの
導入を提言している。
　電力の小売り完全自由化に伴って、新電力もさ電力の小売り完全自由化に伴って、新電力もさ
らに創業しているが、地方自治体が主体となってらに創業しているが、地方自治体が主体となって

相次ぐ自然災害に備えた住宅が求められる
ZEH が地域分散型エネルギーの要に

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ
事業目的・概要
地域に存在する再生可能エネルギーや未利用熱を一定規模のエリアで
面的に利用する分散型エネルギーシステムの構築は、大幅な省エネル
ギー化やエネルギーコストの低減、エネルギーの真の地産地消に加え、
非常時のエネルギー源確保に効果的ですが、系統線と区別した電力
自営線を敷設することによる高額な導入コストや工事の大規模化が普
及への課題となっています。

 このような課題を解決するため、地域の再生可能エネルギーと蓄電池等
の調整力、系統線を活用して電力を面的に利用する新たなエネルギー
システム（地域マイクログリッド）を構築することにより、自営線敷設にか
かるコストの低減や大規模工事が不要となるため、多くの地域への導入
が見込まれ、地域再エネの有効活用が可能となります。

 また、大規模電源の調整力に頼っている需給調整を下位系統で一定
程度賄うことで、災害等による大規模停電時でも上位系統から解列し
て電力供給可能な自立型の電力システムとしての活用が期待できます。

本事業では、地域マイクログリッドの自立的普及に向け、先例となる事
業モデルの構築を支援します。成果目標
令和2年度から令和4年度までの3年間の事業であり、12件程度の
先例モデル構築を通じて、地域マイクログリッドの制度化及び普及を目
指します。

地域の系統線を活用したエネルギー面的利用事業費補助金
令和2年度概算要求額 21.0億円（新規）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギーシステム課
03-3580-2492

民間事業者等（地方公
共団体との共同申請）

補助(定額)

国 民間団体等
補助(2/3、3/4)

（１）地域マイクログリッド構築支援事業

 地域にある再生可能エネルギーを活用し、平常時は下位系統の潮流
を把握・制御し、災害等による大規模停電時には自立して電力を供
給できる「地域マイクログリッド」を構築しようとする民間事業者等（地
方公共団体との共同申請）に対し、構築に必要な費用の一部を支
援します。【補助率：2/3以内】

（２）マスタープラン作成事業

 地域マイクログリッド構築に向けた導入可能性調査を含む事業計画
「マスタープラン」を作成しようとする民間事業者等（地方公共団体と
の共同申請）に対し、プラン作成に必要な費用の一部を支援します。
【補助率：3/4以内】

需給調整
システム

蓄電池
バイオ発電

大規模
停電時
に遮断

大規模停電時に遮断 大規模
停電時
に遮断

需給
調整力

地域の需要

地域の再エネ

・平常時は下位系統で潮流を制御し地域再エネを有効活用
・災害等による大規模停電時には、他の連系線から解列し自
立的運用

＜地域マイクログリッド構築イメージ＞

※固定価格買取制度の認定対象設備は補助対象経費に含まない

コジェネ

エネルギーの真の地産地消

地域マイクログリッド構築支援事業
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地域電力を設立する取り組みも出てきている。地域電力を設立する取り組みも出てきている。
2020 年 4 月には送配電の法的分離も予定されて2020 年 4 月には送配電の法的分離も予定されて
おり、分散型エネルギーシステムの促進に向けたおり、分散型エネルギーシステムの促進に向けた
環境も整いつつある。環境も整いつつある。

FIT 売電に代わる先を検討
　
　こうした状況を受けて、資源エネルギー庁と環　こうした状況を受けて、資源エネルギー庁と環
境省は「地域循環共生圏の形成と分散型エネル境省は「地域循環共生圏の形成と分散型エネル
ギーシステムの構築に向けた連携チーム」を発ギーシステムの構築に向けた連携チーム」を発
足。「地域経済の活性化、エネルギー強靭化等の足。「地域経済の活性化、エネルギー強靭化等の
観点からも、需給一体型の再エネ活用モデルを促観点からも、需給一体型の再エネ活用モデルを促
進することが求められる」とし、官民が連携して、進することが求められる」とし、官民が連携して、
需要と供給が一体となる再エネ活用モデルの検討需要と供給が一体となる再エネ活用モデルの検討
を進めている。を進めている。
　分散型エネルギーシステムは、多様なリソー　分散型エネルギーシステムは、多様なリソー
ス・技術で構成されている。そのたス・技術で構成されている。そのた
め、「各社のビジネスモデルが多様め、「各社のビジネスモデルが多様
すぎて比較検討できない」「災害時すぎて比較検討できない」「災害時
の拠点を整備したいが、どのようなの拠点を整備したいが、どのような
モデルが良いかわからない」「EV、モデルが良いかわからない」「EV、
蓄電池等、何を導入すればどのくら蓄電池等、何を導入すればどのくら
いメリットがあるのかわからない」いメリットがあるのかわからない」
といった様々なニーズが混在していといった様々なニーズが混在してい
る。る。
　こうした状況を踏まえ、分散型エ　こうした状況を踏まえ、分散型エ
ネルギーモデルの検討は、「家庭」「大ネルギーモデルの検討は、「家庭」「大
口需要家」「地域」の需給単位ごとに口需要家」「地域」の需給単位ごとに
検討を進める。検討を進める。

　例えば、「家庭」に関しては、「FIT 売電に代わ　例えば、「家庭」に関しては、「FIT 売電に代わ
る選択肢の検討」が大きなテーマとして挙がってる選択肢の検討」が大きなテーマとして挙がって
いる。▽ FIT 売電に代わる電力供給先は何がありいる。▽ FIT 売電に代わる電力供給先は何があり
得るか▽ PV と蓄電池、EV、エコキュート等の得るか▽ PV と蓄電池、EV、エコキュート等の
併用や自家消費量の把握方法▽既設住宅へのアプ併用や自家消費量の把握方法▽既設住宅へのアプ
ローチ方法▽自立運転や利用者の意識づけなど運ローチ方法▽自立運転や利用者の意識づけなど運
用上の課題▽環境価値を見える化する方法は何が用上の課題▽環境価値を見える化する方法は何が
あるか――などをディスカッションする。あるか――などをディスカッションする。
　また、工場や事業所などの「大口需要家」に関　また、工場や事業所などの「大口需要家」に関
しては、すでに太陽光発電等の導入で需給一体型しては、すでに太陽光発電等の導入で需給一体型
を進めている事例は少なくない。そのため、よりを進めている事例は少なくない。そのため、より
拡大を図るため、まだ需給一体型モデルに取り組拡大を図るため、まだ需給一体型モデルに取り組
んでいない場合の課題整理や、中小規模需要家へんでいない場合の課題整理や、中小規模需要家へ
の普及拡大策――等を検討する。の普及拡大策――等を検討する。
　こうした「家庭」や「大口需要家」などを集合　こうした「家庭」や「大口需要家」などを集合
させる「地域」に関しては、地域経済活性化、レさせる「地域」に関しては、地域経済活性化、レ
ジリエンス向上、雇用の創出といった、地域の課ジリエンス向上、雇用の創出といった、地域の課
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題を解決できる再エネ導入方法について検討して題を解決できる再エネ導入方法について検討して
いく計画だ。いく計画だ。

コミュニティZEHを導入コミュニティZEHを導入
　こうした状況を踏まえ、政府が来年度事業とし
て打ち出したのが、〝コミュニティ ZEH〟だ。経
済産業省は「停電時も自立的に電力供給可能な
ZEH を活用した地域防災拠点の整備、レジリエン
ス性を備えた ZEH の導入を進めていくことが重
要」とし、本年度補正予算案に「ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウスを活用したレジリエンス強化
事業費補助金」20 億円を盛り込んだ。
　具体的には、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・
ハウス）のうち、災害時の大停電などにも対応で
きる設備・機器を備えた「ZEH ＋ R」が本年度か
らスタートしたが、来年度も導入支援を強化する。
　さらに、避難所等の施設と ZEH などの住宅が

連携して、地域のネット・ゼロ・エネルギーを目
指す〝コミュニティ ZEH〟を推進。地域のレジリ
エンス強化に繋げたい考えだ。
　このうち、「コミュニティ ZEH によるレジリエ
ンス強化事業」は、避難所のように災害時に地域
に貢献する施設等と、住宅とが一体となってネッ
ト・ゼロ・エネルギー達成を目指すコミュニティ
（コミュニティ ZEH）の構築に係る環境整備を支
援する。ZEH の導入補助は定額、避難所等に設置
するコジェネや蓄電池、EV 充電設備などの共用
設備は導入費用の 2 分の 1 を補助することが想定
されている。
　ZEH ＋ R は、ZEH ＋（ZEH の要件を満たし、
省エネ基準から 25％以上の一次エネルギー消費
量削減、自家消費拡大措置〈外皮性能の更なる強
化、HEMS の導入、EV 充電設備の設置〉などを
行う住宅）にさらに、①蓄電システム②太陽熱利
用システム③停電自立型燃料電池のうち一つ以上
の設備を導入する住宅。

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスを活用した
レジリエンス強化事業費補助金
令和元年度補正予算案額 20.0億円

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ
事業目的・概要
台風15号による災害を踏まえ、自然災害等に伴う長期停電リスクを回避
可能な住宅モデル等を推進していくため、停電時においても自立的に電力
供給可能な、ZEHを活用した地域防災拠点の整備及びレジリエンス性を
備えたネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の導入を進めていくことが重
要。そこで、以下の2つの事業を行う。

 (1)コミュニティZEHによるレジリエンス強化事業
避難所等のように災害時に地域に貢献する施設等と住宅とが一体となっ
てネット・ゼロ・エネルギー達成を目指すコミュニティ（コミュニティZEH）
構築に係る環境整備に支援を行う。

 (2)ZEH＋R強化事業
ZEHビルダー/プランナーが設計、建築、販売する戸建住宅を対象に、
ZEHよりも先進的なモデルであるZEH+の定義を満足し、①蓄電システ
ム ②太陽熱利用システム ③停電自立型燃料電池のうち一つ以上の
設備を導入する住宅（ZEH+R）に対し支援を行う。

＜補助対象住宅等＞(1)コミュニティZEH(住宅、共用設備等) (2)ZEH+R
＜補助対象設備＞
(1)住宅に係る費用(高断熱外皮、空調、給湯等)
共用設備に係る費用(EV充放電設備、自営線等)

(2)住宅に係る費用(高断熱外皮、空調、給湯等)

国 民間企業等 事業者等

補助 補助（定額(住宅)、1/2(共用設備)）

コミュニティZEHによるレジリエンス強化のイメージ

ZEH+Rのイメージ

+
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ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスを活用した
レジリエンス強化事業費補助金
令和元年度補正予算案額 20.0億円

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ
事業目的・概要
台風15号による災害を踏まえ、自然災害等に伴う長期停電リスクを回避
可能な住宅モデル等を推進していくため、停電時においても自立的に電力
供給可能な、ZEHを活用した地域防災拠点の整備及びレジリエンス性を
備えたネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の導入を進めていくことが重
要。そこで、以下の2つの事業を行う。

 (1)コミュニティZEHによるレジリエンス強化事業
避難所等のように災害時に地域に貢献する施設等と住宅とが一体となっ
てネット・ゼロ・エネルギー達成を目指すコミュニティ（コミュニティZEH）
構築に係る環境整備に支援を行う。

 (2)ZEH＋R強化事業
ZEHビルダー/プランナーが設計、建築、販売する戸建住宅を対象に、
ZEHよりも先進的なモデルであるZEH+の定義を満足し、①蓄電システ
ム ②太陽熱利用システム ③停電自立型燃料電池のうち一つ以上の
設備を導入する住宅（ZEH+R）に対し支援を行う。

＜補助対象住宅等＞(1)コミュニティZEH(住宅、共用設備等) (2)ZEH+R
＜補助対象設備＞
(1)住宅に係る費用(高断熱外皮、空調、給湯等)
共用設備に係る費用(EV充放電設備、自営線等)

(2)住宅に係る費用(高断熱外皮、空調、給湯等)

国 民間企業等 事業者等

補助 補助（定額(住宅)、1/2(共用設備)）

コミュニティZEHによるレジリエンス強化のイメージ

ZEH+Rのイメージ

+
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2020 年度予算・税制改正

引き続き住宅取得対策、ZEH を推進
新築の固定資産税の減額措置を延長
　国土交通省は 2020 年度の税制改正要望で新築住宅に係る固定資産税の減額措置延長を盛り込ん
だ。住宅取得者の初期負担を軽減することで良質な住宅の建設を促進し、居住水準の向上と良質な住
宅ストックの形成を図る。現行の措置を 2020 年 4 月 1 日～ 2022 年 3 月 31 日までの 2 年間延長する
ことを求めている。
　住宅の一次取得者層である 30 歳代の平均年収は足元では回復傾向にあるが、中長期的には大きく
減少した後、横ばいとなっている。住宅価格は変わらず上昇傾向にあり、住宅取得環境は引き続き厳
しい状況となっているほか、消費税率も 10％に引き上げられたため、国土交通省は住宅取得者の初期
負担軽減の施策が必要とした。
　また、住生活基本計画では耐震性がない住宅ストックを 2025 年度にはおおむね解消することとし
ているが、基礎的なストックの質の向上について耐震性が未だ不十分と指摘。その上で、耐震化の主
要な手段である新築・建て替えを支援する必要を強調し、税制改正要望では新築住宅に係る税額の減
額措置として、固定資産税を一般の住宅は 3 年間税額 1 ／ 2 減額とすること、マンションは 5 年間税
額を 1 ／ 2 減額することを求めている。特例措置による負担軽減効果例として、2000 万円の住宅を
新築した場合の固定資産税額は 3 年間で約 26 万円の負担減効果を見込んでいる。

新築の固定資産税の減額措置を延長
　国土交通、経済産業、環境の 3 省は、来年度も連携して ZEH の普及促進に取り組む考えだ。来年
度予算案に、それぞれ ZEH 支援事業を盛り込んだ。政府は ZEH 普及拡大の目標として、2020 年まで
に「ハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上」で ZEH を実現する（第５次エネルギー基
本計画）としており、本年度以上の取り組みが想定される。
　環境省は地場工務店や設計事務所等による注文戸建の ZEH 建設を支援するほか、ZEH 化が進んで
いない建売戸建や集合住宅の ZEH 化も支援。併せて、より低炭素性能の優れた先進素材や再エネ熱活
用、先進的省エネ家庭用浄化槽の普及に対しても補助する。具体的には、

( )

－
5
－

19-08-060_本
文

.indd   5
19-08-060_本

文
.indd   5

2019/08/16   18:56:19
2019/08/16   18:56:19

( )

－
5
－

19-08-060_本
文

.indd   5
19-08-060_本

文
.indd   5

2019/08/16   18:56:19
2019/08/16   18:56:19

( )

－
5
－

19-08-060_本
文

.indd   5
19-08-060_本

文
.indd   5

2019/08/16   18:56:19
2019/08/16   18:56:19

－ 9－



①戸建住宅（注文・建売）で ZEH の要件を満たす住宅の新築・改修＝ 70 万円／戸（定額）
②集合住宅（賃貸・分譲、一定規模以下）で ZEH―M となる新築＝ 70 万円／戸（定額）
③ ①・②の要件を満たす住宅に、低炭素化に優れた素材を一定量以上使用、または先進的な再エネ熱
利用技術を活用する者＝①、②に加えて設備毎に定額交付
④ ①・②の要件を満たす住宅に、先進的省エネ家庭用浄化槽を設置する者＝①戸建 10 万円／台、②
集合 30 万円／台（定額）
⑤ ①・②の要件を満たす住宅に、蓄電池を設置する者＝ 2 万円／ kWh（上限額 20 万円／台）
　一方、経産省は、「FIT からの自立を目指した更なる住宅のゼロエネルギー化」として ZEH ＋（現
行の ZEH より省エネを更に深堀りするとともに、設備のより効率的な運用等により太陽光発電の自家
消費率拡大を目指した ZEH）の実証等を支援する。
　国交省は来年度も、地域型住宅グリーン化事業の中で、中小工務店等の連携によるＺＥＨをはじめ
とした省エネ性能の高い住宅の整備、住宅・建築物の省エネ改修等に対する支援を行う考え。既存住
宅の部分的・効率的な省エネ改修手法（改修による ZEH 化等）の実証・検証も行うとしている。

高性能建材での断熱リフォーム推進

　環境省と経産省は、省エネリフォームについても本年度に引き続き支援事業を実施する。
　環境省の「高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業」は、既存戸建住宅について、高性能
建材導入に係る経費（設計費、設備費、工事費、諸経費）を定率 1 ／ 3（上限 120 万円／戸）補助する。
　さらに、住宅用太陽光発電設備（10 kW 未満）が設置済の一定の要件を満たしている場合、▽家庭
用蓄電池▽冷媒に自然冷媒等を用いた家庭用蓄熱設備――を設置し自家消費を優先した運転とする者
に対し設備費と工事費の一部を定額補助。家庭用蓄電池は設備費 2 万円／ kWh（上限 20 万円／台）・
工事費上限額 5 万円／台、家庭用蓄熱設備は上限額 5 万円／台。
　また、既存集合住宅のリフォームに関しては、定率 1 ／ 3（上限 15 万円／戸）を補助する。
　加えて、既存戸建住宅と既存集合住宅ともに、合併浄化槽の更新において、最高水準の省エネ技術
を用いた先進的省エネ家庭用浄化槽（2013 年度比でＣＯ２排出量を 26％削減可能な浄化槽）を設置す
る場合、既存戸建住宅は 10 万円／台、既存集合住宅は 30 万円／台を補助する。
　経産省も本年度に引き続き、既存住宅の断熱・省エネ性能の向上を図るため、工期短縮可能な高性
能断熱建材や、快適性向上にも資する蓄熱・調湿材の次世代省エネ建材等による断熱リフォームを支
援する考え。
　本年度は、断熱パネルや潜熱蓄熱建材に加えて、窓（防火窓含む）、断熱材、玄関ドア、ガラス、
調湿建材が補助の対象になっている。
　

背景・目的

事業概要

期待される効果

イメージ

家庭部門のCO2削減目標達成のため、戸建住宅（注文・建売）のZEH化を進め

るとともに、集合住宅（賃貸・分譲）のZEH化の端緒を開き、2030年までに

新築住宅の平均でZEHを達成する。

省エネ性能表示や「環境性能」の検索条件の整備と普及啓発を一体的に行い、

低炭素型の住宅を選好する機運を高め、市場展開を図る。

低炭素化に優れた素材、先進的な再エネ熱利用技術や先進的省エネ家庭用浄化

槽等を使用したZEH（-M）となる住宅を供給し普及の端緒を開く。

大手住宅メーカーのみならず、地場工務店や設計事務所が戸建ZEH

を建設・設計することを促進するため、注文戸建ZEHに対する支援

を実施する。また、ZEH化が進んでいない建売戸建住宅、集合住宅

のZEH、ZEH-M化に向けた支援を合わせて実施する。

加えて、より低炭素性能の優れた先進素材や再エネ熱活用、先進的

省エネ家庭用浄化槽の普及に向けた支援を行う。

補
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人
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給
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業
者
等

環
境
省

① 戸建住宅（注文・建売）において、ZEHの要件を満たす住宅を

新築・改修する者に定額の補助を行う。

② 集合住宅（賃貸・分譲）（一定規模以下）において、ZEH-Mと

なる住宅を新築する者に定額の補助を行う。

③ ①,②の要件を満たす住宅に、低炭素化に優れた素材を一定量以

上使用、または先進的な再エネ熱利用技術を活用する者に定額

の補助を行う。

事業スキーム

間接補助対象：戸建住宅（注文・建売）を建築・改修する者

集合住宅（賃貸・分譲）を建築する者

補助率等 ：①定額（70万円/戸）

②定額（70万円/戸）

③定額（①,②に加えて設備毎に定額交付）

④定額：① 10万円/台、② 30万円/台

⑤2万円/kWh（上限額：20万円/台）

事業実施期間：① 平成30年度～平成32年度

②,③,④,⑤ 平成30年度～平成34年度

＜参考：低炭素素材＞
CLT：直交集成板（Cross 
Laminated Timber）

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち

ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化による住宅における低炭素化促進事業

事業目的・概要等

④ ①,②の要件を満たす住宅に、先進的省エネ家庭用浄化槽を設置

する者に定額の補助を行う。

低炭素化
のための
追加コス
トへの
補助

①ZEHへの支援 ②ZEH-Mへの支援 ③ZEH（-M）に対する低炭
素素材・再エネ熱利用技
術の導入への支援

④ ZEH（-M）に対する
先進的省エネ家庭用
浄化槽の導入への支援

⑤ ①,②の要件を満たす住宅に、蓄電池を設置する者に定額の補

助を行う。
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キタケイの提供する２つのプライベートブランド 

環境・ぬくもり・素材をテーマとした各種住宅資材  “ スプロートユニバーサル ”  

天然木にこだわったフローリングや壁材  “ リラクシングウッド ” 

企画・製造から販売までトータルにプロデュース、心からご満足いただける住まいづくりを 

バックアップします。 

 

                                   
 

 
 

 

 

 

リラクシングウッド 無垢フローリング シリーズ 
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